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【地域公共交通会議・協議会への参加】（令和3年度）
【委員】千葉県香取市（会長）、茨城県桜川市（副会長）、稲敷市（副会長）、古河市、千葉県南房総・館山地域、北海道津別町
【アドバイザー】北海道乙部町、北斗市、森町、遠軽町、釧路町、群馬県館林市外四町、千葉県木更津市、茨城県行方市
【広域協議会会長】茨城県・県南地域公共交通確保対策協議会、鹿行地域公共交通確保対策協議会
【地域公共交通に関わる計画への参加】
【総合連携計画】栃木県佐野市（指導、Ｈ24年度国土交通大臣表彰）
【網形成計画】作成業務・桜川市、稲敷市、太田市、釧路町、木更津市、香取市
【再編実施計画】作成業務：南房総市、稲敷市（調査終了）、桜川市（R1関東運輸局長表彰）
【公共交通計画】森町、乙部町、桜川市、稲敷市、館林都市圏（館林市外四町）、南房総・館山地域、行方市、津別町、北斗市
【公共交通アドバイザー業務の受託】 津別町、遠軽町、北斗市、佐野市、館林市、太田市、行方市、木更津市、館林市外四町法定協議会
【広域計画策定及び準備への技術指導】 オホーツク総合振興局、釧路総合振興局、茨城県庁
【地域公共交通に関わる講演・セミナー・人材育成・意見交換会等の参加】（道内のみ）

北海道運輸局、北見運輸支局、函館運輸支局、オホーツク総合振興局、根室振興局・釧路総合振興局、釧路町、津別町、紋別市、訓子
府町、渡島西部四町、檜山南部四町、赤井川村、渡島西部四町議会、北海道バス協会、北海道環境財団、北海道まちづくり協議会（予定）、
など

地域公共交通に関する
主な活動実績（R3年度）



2

今回の研修のねらい・・地域公共交通や計画策定について理解を広めたい、担当
として勉強したい等とお考えの行政ご担当者の皆さんにお伝えしたいメッセージ

皆さんの自治体が置かれている状況はまちまちでしょうが、地域公共交通を学習する、理解
するために、皆さんにご認識いただきたいこと～現場での経験を踏まえた中で

 人の移動が交通である ⇒生活、文化、経済を育み、豊かにするインフラと認識
 人口減少でも足が必要な住民はいる ⇒運転免許を持たない人は約10％
 取り組みに正解は無い ⇒交通は生活のインフラなので、常に変化する
 まちづくりとしての移動支援である ⇒他の施策と連携させることで議会や財政当局
などに説明しやすくなる

 住民等の要望に全て答えることはしない ⇒公共交通は個人交通ではない
 交通システムにとらわれない ⇒先進事例に飛びつかない。先行事例のプロセスに
飛びつく

 鉄道やバスだけが公共交通ではない ⇒地域公共交通は多種多様の手段が対象
 如何に財源を押さえて、利用者へのサービス水準をあげるか ⇒当事者間で先ずは
６０％の満足を目指す

 計画作成が目標ではない ⇒計画はある条件での約束事にすぎない

それぞれ自治体ごとに置かれている条件や環境が異なりますので、冷静かつ客観的な
見方を期待したいと思います。そうした中で、考え方や捉え方を理解するためには、

ファンタジー哲学は不要。地域の状況に即した哲学が必要。なぜなら・・・・
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今さらですが、なぜ地域公共交通を維持していく必要があるのでしょうか？

【住民に向けたメッセージの一例】
「自家用車で移動しているから、公共交通には乗らないし、自分には無くても困らない」という方がいらっし

ゃいます。自家用車の移動は確かに便利ですし、それを否定するつもりはありません。
しかし、自家用車を利用できない人はどうすれば良いのでしょうか？「そんなことは知ったことではない」と

いうのは、あまりにも身勝手だと思いませんか？
地域には、子どもたちやご高齢の方、何らかの障がいをお持ちの方、運転免許や自家用車を持ってない方もた

くさん暮らしています。その方たちにとっては、地域公共交通は、無くてはならないものなのです。
地域社会を構成する皆さんが、お互いに理解し合い、支え合い、助け合って、そして地域を盛り上げていく、

地域の魅力を高めていくことが必要な時代になってきました。
（津別町地域公共交通活性化プロジェクト 第3回サロン的勉強会より）

では、誰が、どこで、どのように、誰のために、そして何のために、
地域公共交通、地域の足づくりを進める必要があるのでしょうか？

地域公共交通は、地域の皆さんが真剣に考えなくてはならない、
社会的課題です。とはいえ、地域の足づくりは、地域ごとに異なりま
す。正解（模範解答）はありません！

人口減少、少子高齢化、人口流出、コミュニティや地域経済・産業の衰退、
等々、縮小し続ける地域社会だからこそ、人ひとりの移動を真剣に考えてみま
しょう！



高齢者が増加する中で、全国各地で
様々な取り組みが始まっています。
現在の都市では、市町村合併もあっ
て、市域において人口の偏りがありま
す。すなわち、同じ自治体でも地域に
よって状況が異なるので、移動手段も
地域の皆さんと相談しながら進める必
要があります。
また、移動手段を確保し元気な高齢
者が積極的に外出することは、ご本人
の生きがいや健康増進はもちろん、地
域経済にも大きな影響を与えます。

自家用車に変わる移動手段（公共交通）を整備するためには
1）自家用車の利便性と比べないこと
⇒公共交通は個人交通ではありません。利用される皆さんの
生活スタイルを変えること、意識を変えることが必要です。
2）地域の状況（地形や人口集積度、集落の形状等）や、運行
事業者の状況（有無や会社の体力等）、行政の財政状況によ
って整備できるメニューは限られます。

（解説アーカイブス2016.11.24「高齢ドライバー 相次ぐ
事故を防ぐには」（時論公論）NHK ONLINEより）
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学校の統廃合によるスクールバスの増加

スクールバス 学校統合を先導 茨城の新設小、登下校に18台
少子化に伴って学校の児童生徒が減り続ける中、茨城県行方市はスクールバスを積極
的に活用し、小中学校の抜本的な統廃合に踏み切った。６校を１校に集約した校区では、
登下校の子供たちを乗せて18台ものバスが巡る。
廃校への地域の反発、運行費用の確保などのハードルはあるものの、
バス通学の光景は今後、各地に広がりそうだ。（日経新聞 2015.5.27）

少子化が進む中で社会問題化しているのは？

（茨城新聞）

少子化の進展に伴い、各地で小中学校の統廃合が進められています。それに伴い、通学
距離が遠くなる子供たちのために、スクールバスが運行されています。
このスクールバスは学校の登下校の時間のみ運行しておりますので、待機時間（空いて

いる時間）が当然あります。一方、スクールバスが多くなってきたことにより、運行経費
が増大し、自治体の財政を圧迫するようになってきました。
そこで、この空いている時間にコミュニティバス等の地域の足として活用しようとする

取り組みが進められています。

行方市は茨城県東南部にあり、霞ケ浦と北浦に挟まれた位置
で、平成17年に行方郡の３町で合併、面積166.33㎢、人口
35,812人。学校統廃合により、全市でスクールバスを４5台運
行、経費は３億円弱
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行方市では、令和元年度、法定協議会の下に、スクールバス事業者等による事業者分科会を設置予定。準備会の段階
から、事業者（４条不定期運行）と一緒に、スクール混乗等、路線を維持し持続可能な足にするための検討を進めている。



平成25年12月4日に交通政策基本
法が施行されました。

そのポイントは、
1）「日常生活に不可欠な交通手段
の確保など」、「まちづくりの観点から
の交通施策の促進」、「関係者相互
間の連携と協働の促進」などが基本
原則として謳われました。

2）基本原則に則り、
① 地方公共団体が中心となり、
➁ まちづくりと連携し、
③ 面的な公共交通ネットワークの再
構築
が求められています。

地域公共交通をめぐる近年の動き（法改正に至る基本認識）

平成26年11月20日には、地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律（活性化再生法、平成19年10月施
行・制定）」が改正・施行されました。

そのポイントは、
① 従来の地域公共交通総合連携計画に追加する事
項として、「コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの
連携」、「地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワー
クの再構築」が示されました。
➁ 地方公共団体が交通事業者などと連携しつつ、マス
タープランとなる地域公共交通網形成計画を策定するこ
とができるようになりました。
③ 面的な公共交通ネットワークを再構築するために、「
地域公共交通再編事業」が創設されました。
④ この法律の改正により、地方公共団体が、交通事業
者との合意の上で、地域公共交通再編事業を実施する
ための計画である地域公共交通再編実施計画を策定で
きるようになりました。
⑤ この地域公共交通再編実施計画のポイントは、公共
交通ネットワークの利便性及び効率性を向上させつつ、
面的な再構築を行うこととなっており、国の認定を受ける
こととなっております。人口減少社会における地域の活力向上

に向けた法制度が整備されています！



地域公共交通網形成計画 策定状況
■ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（2014年11月）以降、2020年7月末までに、
６００件の地域公共交通網形成計画が策定され、３８件の地域公共交通再編実施計画
が国土交通大臣により認定 （参照 https://www.mlit.go.jp/common/001362142.pdf ）
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網形成計画づくりで求められる地域公共交通に係る問題の解決の方向性

基本的な考え方：交通政策基本法の基本原則に則って！
• 地域の総合行政を担う地方公共団体が先頭に立って
• 関係者と合意の下で
• まちづくりと一体で
持続可能な地域公共交通ネットワーク・サービスを再構築

策定する網形成計画で留意するポイント
① まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保
② 地域全体を見渡した総合的な公共交通ネットワークの形成
③ 地域特性に応じた多様な交通サービスの組み合わせ
④ 広域性の確保
⑤ 住民の協力を含む関係者の連携
⑥ 具体的で可能な限り数値化した目標設定
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背景・必要性
○人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴って、公共交通サービスの維
持・確保が厳しさを増している中、高齢者の運転免許の返納が年々増加する等
、地域の暮らしと産業を支える移動手段を確保することがますます重要になっ
ている。
○加えて、多様な関係者が連携し、地域経済社会の発展に資する交通インフラ
を整備することにより、生産性向上を図ることも必要となっている。

○地方公共団体が、交通事業者等と連携して、
①公共交通を中心に地域の輸送資源を総動員する交通計画を作成
②最新技術等も活用しつつ、既存の公共交通サービスの改善・充実を徹底
するとともに、国が予算面とノウハウ面から支援を行うことで、持続可能な地
域公共交通を実現。

持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律

活性化再生法が改正されました（令和２年１１月２７日施行）

そこで・・・

参考資料
1）地域公共交通計画等の作成と運用の手引き、第1版（令和2年11月）
2）「持続可能な地域公共交通の実現に向けて」、国土交通省総合政策局地域交通課・杉田茂樹課
長補佐のオンライン講演資料、令和2年9月30日



「地域公共交通網形成計画」から「地域公共交通計画」へ

地域自らデザインする地域の交通

 地方公共団体による作成を努力義務化（国が予算・ノウハウ面の支援を行う
ことで、地域における取り組みをさらに促進）

 従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客
運送、福祉輸送、スクールバス等）も計画に位置付け

 利用者数、収支、行政負担額などの定量的な目標の設定、毎年度の評価等
（データに基づくPDCAを強化）

地域公共交通計画の考え方

まちづくりと連携した
地域公共交通

ネットワークの形成

地域における
輸送資源の総動員

網形成計画と同様 今般新たに追加

メニューの充実やPDCAの強化により
持続可能な旅客運送サービスの提供の確保

（地域交通に関するマスタープランをバージョンアップ）
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皆さんのまちの地域公共交通への取り組み状況での課題：
① 地域公共交通について、考えたこともない
② 問題意識はあっても具体的な取り組みになっていない
③ 計画の策定を必要とは考えていない
④ 計画策定を意識はしているものの、何をどのようにすればよいか・・

【振り返り】皆さんのまちの地域公共交通は、どういう状況にありますか？
皆さんそれぞれ、ご苦労・ご努力されていると思いますが・・・、例えば・・

皆さんのまちの住民意識の状況での課題：
① 自家用車利用がほとんどなので、他人事になっている
② 高齢化が進んでおり、移動の足の要望が多岐に亘っている
③ 学校統廃合に伴うスクールバスの運行は当然のことになっている
④ 何でも行政がやるものと思われている ・・・

皆さんのまちの交通の担い手の状況での課題：
① 交通事業者がいない
② 交通事業者はいるが、体力がない。積極的でない。行政不信
③ 交通事業者と行政の目的意識・情報共有が図られていない ・・・

策定された計画や普段のイメージに固執することなく、改めて一つ一つ、冷静
に、多方面から課題を整理することから始めてみてはいかがでしょうか！

心当たりや課題を少しでもお持ちの場合は・・・



行政担当者の皆さんが問題意識を持ち、学習しながら地域の状況を冷静にかつ客観的に把握し、専
門家や運輸局等の指導・助言を参考に、課題を認識。解決のための大まかな方向性について共有でき
るようにする。きっかけはどんなことでも構いませんが、先に手法から飛びつくとご苦労されることが多
いようです。
一人で考える、検討する、抱えてしまうことは、適切ではありません。 11

地域公共交通への取り組みのきっかけは（経験している事例では）

【津別町】
• 総合連携計画の検証作業を通して、市街地における高齢者の交通手段の確保について検討
• 町議会一般質問での議論を受けて、勉強開始。十勝地方７町を視察し、コミバス・巡回バス、タクシー

利用助成、高齢者福祉バス等についてヒアリング調査を実施
• 津別町の現状に照らして分析しつつ、総合的な公共交通方針についての模索が始まる
• 運輸支局の勧めにより、運輸局の人材育成研修に参加。専門家とのパイプを構築。
• 専門家とアドバイザー契約（総務省の制度を活用）。調査・分析を経て解決の方向性を共有（１年目）、

実証運行を実施（２年目）、法定協議会を設置・網形成計画をR2年度作成（３年目）
【釧路町】
• 地方創生関係予算を使い、まちづくり専門家を招聘。町の課題となっている地域公共交通に関する勉

強開始。招聘専門家からの指導・助言を受ける
• 専門家にアドバイザーを依頼（委嘱）。地域住民や運行事業者との意見交換を経て、課題を認識。解

決の方向性を模索。３年目に網形成計画の策定作業に入る。現在、計画推進事業を進捗中。

【ご苦労されている取り組み事例】
• 首長から、具体的な交通手段（デマンド、スクールバス活用等）の導入を指示され、十分な調査もない

ままに運行することから始めた（交通システムの導入ありき）
• 国の予算をにらんで、計画策定を目的とし、十分な問題意識もないままに、財政からの予算もついたの

で、考えもせずにコンサルタントにそのまま発注した



12

地域公共交通の取り組みを進めるために計画策定は必要か

【計画策定していない自治体の方に伺ってみると・・】
• 自家用車移動が主であり、地域からの要望も出ていないので特に必要としない
• 鉄道やバスは交通事業者が対応しているし、庁内に担当部署もない
• わざわざ計画策定するメリットを感じないし、業務が増えるだけでめんどくさい
• 現在、国等から受けている補助は少ない（無い）ので、そのために計画作成する意味を感じない
• そもそも公共交通が無いので検討する必要もない、等など

地域公共交通計画を策定する意義や意味合いは何か

生活のインフラ、まちの装置として地域公共交通を考えてみませんか？

【なぜ、計画策定が必要なのでしょうか】
• 少子高齢化や人口減少社会が進む中で、地域の足の確保は必須となってきている
• 交通政策基本法で、地域の交通手段の確保は地方公共団体が中心となることがうたわれた
• 自治体が取り組み施策を持続的に進めるためには、計画の策定が必要である
• 計画策定を進める中で、誰が何をどのように必要とされているのかが理解できる
• 住民や交通事業者、福祉や教育部局等と情報共有を図ることで、効率的な取り組みにつなげられる
• 地域にふさわしい交通システムを持続的に取り組むための、国庫補助を受けることも期待できる

計画を策定することはゴールではなく、そこからがスタートです。
計画策定をきっかけに、本格的な地域公共交通の取り組みを始めてみましょう！
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「地域が自らデザインする地域の交通」を実現するには、計画を作成すること
が目標ではありません。計画作成は、「結果として生じてくるもの」、または「約束
事をまとめたもの」です。
計画作成を目標にすると、過去の事例や「作成の手引き」がモノサシとなって
しまいがちです。皆さんの地域、自治体は、他と似ているところは多少あっても、
別々の個性を持っています。先にフレームワークを作成して始めることは、作業
を楽にするかもしれませんが、それでは「地域が自らデザインする」とはなりませ
んし、本当に計画が必要なのかも判断できなくなります。
先ずは自分たちの地域を良く知ることから始めてみましょう。

「地域が自らデザインする地域の交通」の実現に向けて

自分たちの地域を良く知るために、次のようなことを調べてみましょう！
～何からどのように始めるか（振り返る場合でも）～

はじめに～先ずはイメージから
① 地域が置かれている状況をイメージする
② 何が問題になっているのかをイメージする
③ どんな課題が考えられるかをイメージする
④ どんなまちにしようとしているのかをイメージする



アンケート調査とヒアリング調査～そのねらいと効果～

【アンケート調査は万能ではない】
• 市民の移動ニーズを把握するために、アンケート調査が行われます。しかし、アンケート調査は薄く

広く調査をするものなので、回答者の希望や要望が強く出やすくなりがちです。そのため、全体のニ
ーズの傾向は見られますが、具体的なところは見えないものです。

• なお、アンケート調査は定量的な集計結果を出しやすいので、対象を絞って必要な状況で実施す
ることをお勧めします。アンケート調査は万能ではないことを理解しましょう。

• 一方、地域公共交通の計画策定過程でよく使われるようになってきたのが、グループインタビュー
調査です。こちらは、狭く深く調査をする、深掘りすることでできますので、交通システムの検討など
に有効ですし、参加者への意識啓発にもつながります。

• なお、グループインタビュー調査は、定性的な記述が中心となることを理解しましょう。
• その他に、意見交換会やワークショップなどもテーマを設定して率直な意見を収集できますが、コー

ディネート役（進行役）の選定にご苦労されているようです。

【ヒアリング調査はお勧めです】
• 法定協議会が設置され参加されていても、協議会の場での発言は難しいことがあります。特に交通

事業者や行政の担当部局の皆さんは、建前の意見となりがちです。一方、地域公共交通の施策を
推進するためには、関係する皆さんの思い（本音）もお聞きする必要があります。

• そういう中で、ヒアリング調査が多く活用されるようになりました。ヒアリング調査は対面ですので、お
互いの本音が出やすく、施策推進の調整のヒントも見つけることができやすいです。また、情報共有
が図られますので意見共有もしやすくなりますし、施策推進側の考えも伝えやすくなります。

• なお、ヒアリング項目をしっかりと固めると、項目に固執したことになりやすいので、実施にあたっては
大まかなヒアリング項目にして、用意していただきたい内容は事前事後にいただけるように、ヒアリン
グ当日は柔軟に対応することをお勧めします。

如何に信頼関係を築くことができるかは、施策推進の大きなカギとなります！



住民等ヒアリング
茨城県稲敷市（H30年度)
地区を絞り、既存の路線バスに変わ
る新公共交通システムについて、事
業者も交えて検討⇒路線再編と新交
通システムの導入へ

千葉県香取市（令和元年度）
中高生ワークショップ。中高生が望
む地域公共交通について、学習と意
見交換。

住民意見交換会

千葉県木更津市では、H29年度、網形成の策定に
向けて、区長会・まちづくり協議会19地区、及び
NPO運送事業者で意見交換会を実施

北海道釧路町では、Ｈ27年度より町民とのＷＳを実
施、Ｈ29年度は網形成の策定に向けて、町内６地区
住民、交通事業者４社、社会福祉法人、商業施設等
でヒアリング、意見交換会を実施

地域の状況を教えていただく！

昆布森東地区八幡台地区 祇園地区 別保地区

津別町共和第二自治会

北海道津別町（H30年度)
網形成計画策定を前提とせずに、現
状と課題の抽出のため、３自治会、
老人クラブ、交通事業者、病院、社
会福祉協議会、振興公社等へのヒア
リングを実施。町民向け講演会で中
間報告と方向性の提案。町長以下、
福祉部局をはじめ役場内での意識・
情報共有、議会、商工会等と情報共
有。町の将来像の具現化の手段とし
て法定協議会の設置、地域公共交通
計画を策定（R2年度）

15

話を聞く～ヒアリング、意見交換、グループインタビュー、ワークショップ等

地域の足を地域住民の皆さんと一緒に考える取り組みを各地で進めています！
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２．地域ネットワークの状況を考えてみる～出発地から目的地まで
① 移動するということは何らかの目的があってのもの
② 生活圏という考え方を意識する～行政域ではなく
③ 既存の移動ネットワークを理解する
④ 移動手段の形態は気にしない

３．地域内で自家用車ではない移動資源の状況を考えてみる
① 地域内で自家用車以外の移動資源を探してみる（行政、民間問わず）
② 移動資源ごとに性格が異なることを理解する
③ 活用可能性を検討する（全てが使えるわけではない。使える条件を探す）

１．ターゲットを絞り込む
① 地域公共交通は誰が必要としているのか？⇒自家用車を運転できない人
② 地域の状況をよく知る⇒必要とするひとは、どこに、どれだけいて（分布）、どこに行
きたいのか（移動の動向・意向、まちの特性・性格）、何のために（移動目的）、どれく
らい（移動頻度）

③ 調査の仕方を考える⇒お金をかけずに、今あるもの（人）を活用する

自分たちの地域を良く知るために、次のようなことを調べてみましょう！
～何からどのように始めるか（振り返る場合でも）～

実効性のある具体的な取り組みを推進するためには、ターゲットの絞り
込みが重要です！



【一口メモ】自家用車利用者等、公共交通を利用していない人を取り込むことは容易ではありません。先ずは、自家用
車が利用できない人がどれぐらいおられるのかを把握することから始めてみませんか。この人達が、いわば利用可能な
基礎票となります。地域交通をデザインするときの参考になると思います。

地域のデータを収集整理して対象者（ターゲット）の状況を把握する
群馬県館林都市圏での検討プロセスから館林市内の運転免許非保有者の現状把握



• 高齢者の事故が毎日のようにニュース
を賑わしている中で、全国各地で免許
返納を推奨するための施策が求めら
れ、進められています。

• 地域公共交通の整備が進んでいない
地域では、移動要望に即してガソリン
券の配布なども行われているようです
。

• 免許返納者に対する特典、対策は重
要なことですので、地域の事情に合わ
せて知恵を絞っていただければと思い
ます。

• しかし、免許証の自主返納ではなく、
失効（期間内に更新しない）した方、
そもそも免許証を持っていない方に
対する配慮はできているのかが気に
なります。

• 高齢者と言って一まとめに扱うことも
危惧されます。

• ご本人の健康状態や経済状況等も異
なるでしょうし、介護保険の適用者や
障がいのある方などには、福祉施策で
の移動サービスがあります。移動意欲（
外出意欲）も個々人異なります。

• 地域公共交通のメニューも多様になっ
てきましたので、冷静にかつ客観的に
検討していきたいですね。
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４．地域内の交通事業者、移動支援事業者等の状況を考えてみる
① 公共交通事業者：鉄道、路線バス、コミニティバス、デマンド交通、タクシー等
② 貸切に関わる事業者：観光、企業送迎、その他
③ 福祉に関わる事業者：福祉有償、デイサービス等
④ 教育に関わる事業者：スクールバス、その他
⑤ 事業者がいない場合は、それに代わる活用や協働を考えてみる

５．移動に関わる公的資金・負担・補助・助成の状況を考えてみる（ハード・ソフトとも）
① 公共交通の確保・維持に関わるもの：赤字補填・負担分担金、自家用輸送ほか
② 福祉に関わるもの：バス券・タクシー券、免許返納対策、
③ 教育に関わるもの：スクールバス、その他

６．目標値や評価項目について考えてみる
① 数値目標を設定する場合は、定量的評価だけではなく、定性的な評価を数値化する
こともイメージする

② 短期、中長期など、時間軸を意識する
③ 交通は生活のインフラであるので、評価は毎年行うことを想定する

自分たちの地域を良く知るために、次のようなことを調べてみましょう！
～何からどのように始めるか（振り返る場合でも）～



地域資源の総動員（館林都市圏）：
地域では、どのような移動に関わる資源や施策があるのか、整理してみましょう

参考：群馬県館林都市圏（１市４町）での地域交通モード、および移動支援施策の一部

地域のデータを収集整理して対象者（ターゲット）の状況を把握する
～群馬県館林都市圏での検討プロセスから

「地域の移動資源の
総動員」に向けて、
地域の交通モード
（移動手段）を総ざ
らい

交通モードとのミス
マッチを無くすため、
地域の移動支援施策
を総ざらい



例えば、道内のある町の移動・交通施策を全て調べてみました（平成27年度決算）

所管 事業名 内容等

公共交通部局
地方バス路線運行維持対策事業 運行事業者への補助

乗合自動車借上利用事業 運行事業者への借上料

福祉関係部局

高齢者交通費等助成事業 券の交付、運行事業者への支払

通所型介護予防事業 運行事業者への委託

介護予防・日常生活支援総合事業

障がい者交通費等助成事業 券の交付、運行事業者への支払

就労支援事業等通所支援事業 対象者への補助

地域生活支援事業（移動支援事業） 契約事業者への委託

社協運営費助成事業（福祉バス運行委託） 社会福祉協議会への補助⇒運行委託

教育関係部局

スクールバス委託事業 運行事業者への委託

行事バス委託事業（小学校） 運行事業者への借上料

行事バス委託事業（中学校） 運行事業者への借上料

某小学校スクールバス運行事業 町所有バスによる運行

某小学校スクールバス購入事業 町所有バスの購入

ある町では、公共交通部局だけでみると約2,000万円/年ですが、全体の総額では9,000万円を越える公的
資金が充当されています。この金額が多いか少ないかは自治体によって異なりますが、まちづくり全体で見て
いかないと気付いた時には手遅れになる可能性があります。
⇒網形成計画の作成過程で関係部局間で情報共有を図ったことで、取り組み方策に反映されました。
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７．計画期間と推進体制、PDCAを考えてみる
① 計画期間内で手掛けられる取り組みを想定する
② 現実的な推進体制を想定する（法定協議会と庁内組織、住民団体、事業者等）
③ PDCA⇒法定協議会の活用（ガバナンス強化を意識）
④ 国庫補助や道庁補助などの動向を考える

８．観光二次交通の扱いを考えてみる
① 観光関係部署との情報共有を図る
② 地域の状況を見て短期、中長期を判断する⇒先ずは生活交通
③ 観光行動を理解し、自治体単独ではなく、広域連携を視野にする

９．先進事例・先行事例について考えてみる
① 始めにありきではなく、先ずはわが町の課題設定から考える
② 交通システムに着目するのではなく、取り組みのプロセスに着目する

１０．住民、事業者、企業、議会、庁内等の理解について考えてみる
① 意識啓発のためには、先ずは情報提供・共有から
② ボタンの掛け違いに注意
③ 100％はあり得ない、前に進むことを意識してトライアンドエラーで

自分たちの地域を良く知るために、次のようなことを調べてみましょう！
～何からどのように始めるか（振り返る場合でも）～
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先進的な技術の活用に向けて、心がけておくことはなんでしょうか？

【やってはいけないこと】
・隣町などの周辺自治体で導入していて、なんとなくかっこいいから、導入してみたい。
・首長に言われたから、導入してみたい。
・先進的な技術を導入すると、住民に喜ばれるから、導入してみたい。
・大手コンサル・ITシステム会社から実証実験等の依頼があり、導入してみたい。 などなど・・・

近年、生活の足の確保に向け、先進的な技術（AIバス、MaaS、・・・）が開発され、
各地で導入が進んでいます。
が、導入した全ての地域で先進的な技術が成功しているとは言えません。
皆さんの自治体で本当に先進的な技術が必要なのか、をしっかりと自治体の公
共交通担当者として、考えることが重要です。

導入した全ての地域で先進的な技術が成功しているとは言えません！

【考えてほしいこと】
・だれのために、その技術を活用するのでしょうか。そして、その人は、その技術を活用できるのでしょうか。
・導入しようとしている地域で、どの程度の人が利用するのでしょうか。
・先進的な技術を活用することで、公共交通の利便性・効率性は向上するのでしょうか。

先進的な技術は、まだまだ導入に多額の経費を要します。
その経費に見合った、導入効果が得られるのか、を考えてください。

信頼できるコンサルなどの相談相手を見つけ、
相談した上で、導入可否を決めてください！



法定協議会のガバナンス強化に向けて～専門家の使い方について～

法改正では、「法定協議会が実効的に機能するために、有識者、コンサルタ
ント等、いわゆる専門家の参加や地方運輸局のサポート強化等により法定協議
会の充実と、実効的な議論プロセスの明確化、その確実な実施」が求められて
いる。
これは、大学教員等の学識経験者が、専門家として協議会に参加しているだ

けではなく（お飾りにするのではなく）、協議会の充実に向けて実効的な役割
を果たす必要が期待される。すなわち、法定協議会の主体は、参加されている
皆さんであるので、参加者が当事者として役割を果たされるように専門的な知
識を持って指導・助言することが求められるようになる。
実質的な専門家が限られている中で、学識経験者にとらわれずに、実効力の

ある専門家を、地域の事情に合わせて上手に使う（参加してもらう）ことをお
勧めしたい。

ご参考までに、小生の法定協議会への参画（R３年度）状況を示しますが、自治体によっ
て様々です。
【議決権あり】
会 長 ： 千葉県香取市 副会長 ： 茨城県桜川市、稲敷市
委 員 ： 北海道津別町、千葉県南房総・館山地域（広域）、茨城県古河市
【議決権なし】
アドバイザー ： 北海道釧路町、乙部町、森町、北斗市、群馬県館林市外四町（広域）
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【一口メモ】
どこの自治体でも財政状況には
厳しいものがあります。とはいえ、
職員の皆さんだけで検討していくの
には限界があります。まちづくり施
策として使えそうな財源を活用され
ることも一つの方法です。
ヒアリングや意見交換など、効果
的な調査にも対応できますので、
視点を広げてご検討下さい。

なお、津別町地域公共交通網形
成計画の策定は、この財源を活用
しています。
また、令和３年度から遠軽町、乙
部町も活用されています。

津別町が公共交通アドバイザー契約で活用されている総務省外部専門家制度

国土交通省だけでなく、視点
を広げてみると、活用できる
財源はありそうです！

令和３年度から地域要
件が拡大し、さらに取組
内容に「地域交通の確
保」も明記されました。
（３．生活機能の維持）

【特別交付税措置】



「地域が自らデザインする地域の交通」の取り組み方の総括に代えて

• 先ずは計画策定ありきではなく、地域が置かれている状況を冷静かつ
客観的に眺めてみましょう。

• 今一度、地域公共交通の５Ｗ１Ｈを意識してみましょう。
• 路線型かドアツードア型か等、交通システムありきではなく、地域の
状況とのマッチングに留意しましょう。

• AIや自動運転等、IOTを使った新技術の導入は慎重にしましょう。⇒メ
ディア情報に躍らせることなく

• 行政担当者が成長できる、伴走する専門家やコンサルタントを探しま
しょう。⇒計画作成は行政担当者が主体でも可能です

• 津別町の取り組みを通じて勉強になったこと
① 担当者が素人的な発想をぶつけてくる⇒専門家が気づかされる
② 専門家の知識・情報をぶつけて選択肢を検討する
③ 持続可能なシステムを一緒になって考える
④ 関係する色々なところを巻き込む、発信する、信頼関係をつくる

交通を取り巻く環境は、動きが速いです。それは、交通は生活に密着し
たインフラだからです。正解はありませんので、関係する法制度や先行
している取り組みを一つのモノサシとして、自分たちに合った、地域に
合った取り組みを模索していきましょう！



ご静聴ありがとうございました！

解説・地域公共交通マイスターとは

地域公共交通マイスター制度は、地域公共交通の維持・利便性向上・活性
化に向けて、地域が主体的に実践する先進的・独創的な取組みを中心となっ
て推進し、知識、経験、熱意を有する方を関東運輸局長が「地域公共交通マ
イスター」として任命するもの。
任命された「地域公共交通マイスター」は、地域公共交通の諸課題につい

て、より多くの地域が積極的に取り組む気運を高めるため、自らの取組みか
ら得た知識、経験、熱意を、あらゆる機会を利用して発信する役割を担う。

「ゆるキャラⓇグランプリ2013」第1位
佐野ブランドキャラクター「さのまる」仕掛け人です。
ちょっと古くなりましたが（苦笑）

講話資料の作成にあたっては、北海道運輸局の皆さんや関
東運輸局との意見交換、また北海道オホーツク総合振興局
や釧路総合振興局、檜山振興局、津別町、釧路町、紋別市
、遠軽町、森町、北斗市、乙部町等道内自治体の皆さんと
の情報交換、くしろバス、北海道北見バス、函館バス等交通
事業者の皆さんとの情報交換、茨城県桜川市、群馬県館林
市からの情報提供、および日本データーサービス㈱のご協
力を得たことに、深く感謝いたします。
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